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◆ 火災保険等に係る異常危険準備金の積立額の損金算入

【租税特別措置の概要】
○ 損害保険会社等は、火災保険等の異常災害損失の補てんに充てるための準備金

積立額のうち、正味収入保険料の４％（無税積立率）に相当する額について、
損金算入が可能（平成25年３月31日まで）。
・無税積立残高が正味収入保険料の30％を超える場合は、無税積立率は2％。

・積立後、10年を経過した準備金は、取り崩して益金に算入（ただし、当該年度末の準備金の残高が、
当該年度の正味収入保険料の30％（洗替保証率）を下回らない範囲に限る。）

正味収入保険料×
積立率4%を損金算入

原則、10年を越える積立

て部分は取り崩し

正味収入
保険料
×

洗替保証率
30%まで

取崩し不要

※租特において
恒久措置済み

（洗替保証率の考え方）
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異常危険準備金積立状況（有税・無税合計分）

（注１）日本損害保険協会加盟27社のうち、適用のある19社の合計

（注２） 平成11年度以降は、税効果会計が採用されている。平成10年度以前の準備金のうち、網掛け部分は実際の積立残高に基づくものであり、

白抜き部分は、仮に税効果会計を採用していたとした場合の調整分（平成21年度の実効税率により機械的に計算）を示す。
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異常危険準備金積立率および洗替保証率の変遷

火災・積荷・運送・風水害・動産総合・建設工事・賠償責任

積立率 洗替保証率

租税特別措置法 租税特別措置法

（本則） （措置） （本則） （措置）

昭和28(1953)年 10% 10% 100%

昭和32(1957)年 7% 7%

昭和35(1960)年 50% 50%

昭和40(1965)年
(法人税法の
全文改正）

7% 50%

昭和51(1976)年 6% 5% 6% 47% 35% 47%

昭和52(1977)年 44% 44%

昭和53(1978)年 5% 41% 41%

昭和54(1979)年 4.5% 4.5% 38% 38%

昭和55(1980)年 3.5% 3.5% 35%

昭和57(1982)年 3% 3%

昭和59(1984)年 2% 2%

平成8(1996)年 3% 3% 34% 34%

平成14(2002)年 32% 32%

平成15(2003)年 30% 30%

平成17(2005)年 4% 4%

平成22(2010)年
4%

(条件付)
4%

(条件付）

適用率 法人税法適用率 法人税法

累積
限度額

改正年次

３



正味損害率

正味損害率 平均正味損害率

1984（昭和59）年 11,354 5,204 45.8% 44

1985（昭和60）年 11,647 5,663 48.6% 135

1986（昭和61）年 11,154 5,012 44.9% 20

1987（昭和62）年 11,440 4,743 41.5% 17

1988（昭和63）年 12,146 4,631 38.1% 1

1989（平成元）年 13,328 5,243 39.3% 13

1990（平成2）年 14,273 6,286 44.0% 17

1991（平成3）年 14,728 10,165 69.0% 2,739

1992（平成4）年 14,858 7,310 49.2% 148

1993（平成5）年 14,949 7,535 50.4% 249

1994（平成6）年 15,756 6,485 41.2% 0

1995（平成7）年 16,263 6,340 39.0% 0

1996（平成8）年 17,466 7,249 41.5% 25

1997（平成9）年 17,809 7,230 40.6% 31

1998（平成10）年 16,938 8,354 49.3% 274

1999（平成11）年 16,550 8,605 52.0% 467

2000（平成12）年 16,263 7,648 47.0% 43

2001（平成13）年 16,112 7,967 49.4% 625

2002（平成14）年 16,407 7,389 45.0% 107

2003（平成15）年 16,889 7,283 43.1% 32

2004（平成16）年 17,043 11,584 68.0% 2,542

2005（平成17）年 17,712 8,672 49.0% 145

2006（平成18）年 18,168 9,291 51.1% 244

2007（平成19）年 18,079 8,344 46.2% 22

2008（平成20）年 17,924 8,282 46.2% 0

2009（平成21）年 17,325 7,764 44.8% 0

47.1%

異常災害取崩額
（億円）

正味収入保険料
（億円）

正味支払保険金
（億円）

正味損害率の状況
※ 日本損害保険協会加盟27社のうち、

適用のある19社の合計
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